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お問合せ先

福井県内の
特定最低賃金のお知らせ

福井県労働局労働基準部　賃金室
TEL：0776-22-2691

　福井県特定最低賃金の 4 業種のうち、「繊
維機械、金属加工機械製造業」の特定最低賃
金が令和 5 年 12 月 24 日から 933 円に改正
されます。
※「紡績業、化学繊維、織物、染色整理業」、
　 「電気機械器具製造業（略称）」、「百貨店、
　 総合スーパー」は 931 円（令和 5 年 10　
　 月 1 日より）

　

お問合せ先

ふくまち大学「まちの
PTA 学科」開催のお知らせ

ふくまち大学 （事務局：まちづくり福井㈱）
TEL：0776-30-0330

　「PTA」という単語にモヤモヤした感情の
記憶が結びついている方は多いのではないで
しょうか。まちの PTA 学科では、「子どもた
ちの健やかな成長を図る」という PTA 本来
の目的に立ち返りながら、保護者と学校の
ちょうどいい関わり方を考えます。他の学校
の PTA の現状や取組をみんなで共有しあっ
てみませんか？

【日　時】1/14 13:30-15:30（13:00- 受付）
【会　場】福井ゲストハウス SAMMIE'S
【参加費】1000 円（高校生以下無料）

　

お問合せ先

国家公務員の再就職等
規制に御協力を

内閣府再就職等監視委員会事務局
TEL：０１２０－３４４９５４（フリーダイヤル）

　国家公務員法では、再就職について次の３
つのルールを設けています。
① 再就職の依頼・情報提供等の規制
② 利害関係企業等への求職活動の規制
③ 元の職場への働きかけ規制
　規制違反においては、企業側にも影響が生
じかねません。職員にこうした行為を求めな
いようご協力をお願いいたします。また、規
制違反が疑われる行為は、下記連絡先まで通
報願います。秘密を厳守します。

お問合せ先

「子育て出前講座」を企業で
開催しませんか？（無料）

福井県教育委員会　義務教育課
TEL：0776-20-0574

　子どもとの関わり方について楽しく学ぶ講
座を会社で開催しませんか？（先着５団体）
従業員の子育てに関する不安の解消や心の安
定にもつながります。この講座を県の「従業
員応援企業」登録のきっかけにできます！

【開催日】令和 6 年 3 月中旬まで
　　　　 （ご希望に合わせて調整します）

【対　象】県内企業
　　　　 （1 講座につき 10 ～ 50 名程度）

【会　場】社内の会議室、休憩室など
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お問合せ先
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構
福井支部 高齢・障害者業務課
TEL：0778-23-1021 FAX：0778-23-1013

令和６年度高年齢者活躍企業
コンテスト募集のお知らせ

　厚生労働省および（独）高齢・障害・求職
者雇用支援機構では、高年齢者がこれまでの
キャリアで培ってきた知識や経験を職場等で
有効に活かすため、企業等が行った創意工夫
の事例を広く募集する「令和６年度高年齢者
活躍企業コンテスト」を実施します。優秀事
例については表彰を行います。多数のご応募
をお待ち申し上げております。

【応募締切日】
令和 6 年 2 月 29 日㈭

　従業員（専従者を含む）の源泉所得税年末
調整相談会を開催致します。

【日　時】令和 6 年１月 18 日、19 日、22 日
　　　　  9:00 ～ 11:00、13:00 ～ 15:00　　　　　　　　　　　　　

【会　場】福井商工会議所ビル 会議室 AB ほか
【持参物】令和 5 年度の源泉徴収簿など
【料　金】従業員 1 人～ 2 人　2,000 円
　　　　 　　 　3 人～ 4 人　3,000 円
　　　　 　 　　5 人以上　　4,000 円

お問合せ先
福井商工会議所　金融・会計相談課
TEL：0776-33-8284

源泉所得税年末調整
相談会のお知らせ

　

資料請求・お問合せ先

働きながらでも…
放送大学！

放送大学福井学習センター
福井市手寄 1 丁目 1-1（アオッサ７階）
TEL：0776-22-6361

　放送大学は、文部科学省・総務省が所管す
る正規の通信制大学です。18 歳以上であれ
ば入学でき、入試試験はありません。幅広い
年代や職業の方が、自分に合ったスタイルで
生涯学習や資格取得、キャリアアップを目指
して学んでいます。ご自宅のテレビ（BS放送）
やインターネットで学べます。

【出願期間】　
令和５年 11 月 26 日㈰
～令和６年３月 12 日㈫

　

お問合せ先

社員の奨学金返還を支援
（代理返還）しませんか

（独）日本学生支援機構 奨学事業総務課
TEL：03-6743-6029

　日本学生支援機構では、奨学金の返還を応
援する仕組みとして、奨学金を返還する社員
等に代わって、企業が直接機構に返還する支
援制度（代理返還制度）を設けています。ぜ
ひこの制度の利用をご検討ください。

【代理返還を利用するメリット】
①社員の所得税が非課税となります。
②給与として損金算入ができます。また「賃
　上げ促進税制」の対象にもなり得ます。
③利用企業名を機構の HP に掲載します。


